
金銭消費貸借契約書

●●株式会社（以下「貸主」という。）と●●株式会社（以下「借主」という。）及び●●●●（以下「連帯保証人」という。）とは、本日、次のとおり金銭消費貸借契約及び連帯保証契約（以下「本契約」という。）を締結した。


第 1 条 （貸借の内容）
貸主は、令和●年●月●日、借主に対し以下のとおり金銭（以下「本件貸付金」という。）を貸し付け、借主はこれを借り受けた。
①　元　　金　　金●●万円
②　利　　息　　年○％（年３６５日の日割計算）
③　弁 済 期　　元本　令和○年○月から令和○年○月まで、毎月○日限り、各金○○円（○回払い）
　　　　　　　　　　利息　令和○年○月から令和○年○月まで、毎月○日限り、経過分を元金に付して支払う。
④　支払方法　　貸主の指定す売る以下の口座に、振込送金する方法で支払う（振込手数料は借主の負担とする。）。
　　　　　　　　　　　○○銀行○○支店　　普通預金
　　　　　　　　　口座番号　　○○○○○○
　　　　　　　　　口座名義　　○○○○○○

第 2 条 （期限前弁済）
1. 借主が、弁済期日が到来する前に借入金額の全部又は一部を弁済する場合、貸主の事前の書面による承諾を得るものとする。
2. 借主は、貸主に前項の期限前返済により貸主が被る損害を補填する趣旨で清算金を支払うものとする。清算金の金額は貸主及び借主との間で別途協議するものとする。

第 3 条 （弁済の充当順序）
弁済によって借主の本契約による債務の全額を消滅させるに足りない場合、貸主が適当と認める順序方法により弁済金を充当することができ、借主はその充当に異議を述べない。

第 4 条 （貸付けにかかる事務の委託）
貸主は、本契約に基づく貸付に関する徴収事務等を貸主の指定する第三者に委託することができるものとする。

第 5 条 （遅延損害金）
借主は、第3条の返済期日に返済を遅滞したとき、又は期限の利益を喪失したときは、貸主に対し、最終返済日又は期限の利益を喪失した日の翌日から支払済みに至るまで、残元金に対する年14.6%（年365日日割計算）の割合による遅延損害金を支払うものとする。

第 6 条 （期限の利益喪失）
借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、貸主からの通知催告がなくても、借主は当然に期限の利益を失い、直ちにその時点において乙が負担する債務を支払う。
(1) 本契約の分割金の支払いを一度でも怠ったとき。
(2) 本契約の一つにでも違約したとき。
(3) 債務の全部又は一部の履行が不能であるとき又は借主がその債務の全部又は一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。
(4) 監督官庁より営業停止又は営業免許もしくは営業登録の取消等の処分を受けたとき。
(5) 営業を停止したとき。
(6) 支払停止もしくは支払不能に陥ったとき。
(7) 自ら振出し又は裏書した手形・小切手が、一回でも不渡りとなったとき又は支払停止状態に至ったとき。
(8) 銀行取引の停止処分を受けたとき。
(9) 信用資力の著しい低下があったとき又は信用視力に影響を及ぼす営業上の重要な変更があったとき。
(10) 差押、仮差押、仮処分、強制執行、担保権の実行としての競売、租税滞納処分その他これらに準じる手続が開始されたとき。
(11) 破産手続の開始、民事再生手続の開始、会社更生手続の開始その他法的倒産手続の申立を受け、若しくはこれらの申立を行ったとき、又は私的整理の開始があったとき。
(12) 解散の決議をし、又は清算手続に入ったとき。
(13) その他本契約を継続しがたい重大な事由が発生したとき。


第 7 条 （連帯保証）
1. 連帯保証人は、借主が本契約により負担する一切の債務について、借主と連帯して保証し、乙と連帯して責任を負うことを約する
2. 連帯保証人の保証極度額は金●●円とする。
3. [bookmark: _Hlk111550751]借主は、以下について同意し異議を述べない。
(1) 貸主が連帯保証人から民法458条の2に規定する情報の提供を求められた場合、当該情報を連帯保証人に提供すること。
(2) 借主が期限の利益を喪失した場合に、貸主が連帯保証人に対しその旨を通知すること。
4. 借主は、連帯保証人に対し、民法465条の10第1項に規定する情報を提供したことを確認するとともに、借主及び連帯保証人は当該情報が真実かつ正確であることを表明し、保証する。
5. 貸主から連帯保証人に対する履行の請求は、借主に対してもその効力を生ずるものとし、民法第441条の規定は適用しない。

第 8 条 （相殺）
貸主は、本契約に基づいて借主に対し有する債権をもって、借主に対し負う債務を、その弁済期の到来の有無及び先後にかかわらず、対当額にて相殺することができるものとする。

第 9 条 （反社会的勢力の排除）
1. 貸主及び借主は、本契約締結時現在において、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ・特殊知能暴力集団・暴力団員でなくなってから5年を経過していない者等、その他これらに準ずる者（以下、これらを「反社会的勢力等」という。）に該当しないこと、及び、次の各号の関係に該当しないことを表明し、かつ、将来にわたって該当しないことを確約する。
(1) 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係
(2) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係
(3) 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図り、または第三者に損害を加える等、反社会的勢力等を利用していると認められる関係
(4) 反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供する等の関与を認められる関係
(5) 役員等の反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係
2. 貸主及び借主は、自ら、その役員等又は第三者を利用して次の各号のいずれの行為も行わないことを誓約する。
(1) 暴力的な要求行為
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
(4) 風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方当事者の信用を毀損し、又は相手方当事者の業務を妨害する行為
(5) その他前各号に準ずる行為
3. 貸主及び借主は、自己の責めに帰すべき事由の有無を問わず、相手方が、反社会的勢力もしくは第1項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、又は第1項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をした場合、相手方に対して何らの催告を要することなく、直ちに本契約等を解除することができる。
4. 前項の規定により本契約等が解除された場合には、解除された者は、その相手方に対し、解除により相手方が被った損害を賠償する。
5. 本条の規定により本契約が解除された場合、解除された当事者は、解除により生じる損害について、解除した当事者に対し一切の請求を行わない。

第 10 条 （届出義務）
借主及び連帯保証人は、住所の変更、勤務先又は職業の変更、その他財産又は信用に関する重大な変更があった場合には、貸主に対し直ちにその旨を通知しなければならない。

第 11 条 （公正証書の作成）
借主は、貸主から請求があった場合は、直ちに強制執行を受けても異議のないことを承諾の上、本契約による債務について強制執行認諾文言付公正証書の作成のために必要な手続をする。

第 12 条 （費用負担）
本契約書の作成に要する印紙等、本契約に関する費用は借主の負担とする。

第 13 条 （地位の譲渡禁止）
貸主及び借主は、相手方の事前の書面による事前の承諾なくして、本契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務の全部又は一部を、第三者に譲渡若しくは継承させ、又は担保に供してはならない。

第 14 条 （合意管轄）
貸主及び借主は、本契約に関し裁判上の紛争が生じたときは、訴額等に応じ、●●簡易裁判所又は●●地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

第 15 条 （協議）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じたときは、貸主及び借主が誠意をもって協議の上解決する。

（以下余白）



本契約締結を証するため本書３通を作成し、貸主及び借主並びに連帯保証人が記名押印の上、各1通を保有する。
20●●年●●月●●日

（貸主）
住　所
会社名
代表者

（借主）
住　所
会社名
代表者

（連帯保証人）
住　所
氏　名

1

